
鳥取市の子育て支援施策（児童家庭課） 

○保育園と幼稚園 

区  分 種別と対象児童 施  設  数 入所児童数 

保 育 園 
児童福祉施設 

（乳児から就学前児童）

４４施設 

（公立 28、私立 16） 
５，０４３名

私    立 

幼 稚 園 

教育施設 

（満３歳から就学前児童）

※1・2歳児の受入れ施設有

７施設  ８１６名

公    立 

幼 稚 園 

教育施設 

（満５歳児） 

※こじか園は 3～5歳児 

３施設     １４１名

認定こども園 
児童福祉・教育施設 

（乳児から就学前児童）
５施設 １，３１０名

地 域 型 

保育事業 

小規模保育事業等 

（０歳～２歳児） 
２施設 ３０名

 ※ 入所児童数 保育園、認定こども園、地域型保育事業 平成 27 年 9 月 1 日現在 

         幼稚園 平成 27 年 5 月 1 日現在 

 

○休日保育 

・事業の概要 

 日曜日や祝日に保護者の就労などの理由で保育が困難な場合に、事前に申し込みをしていただ

くことにより、休日保育を行う。 

 実施施設：鳥取市立千代保育園 

 申込方法：利用の 1 週間前までに児童家庭課、各総合支所、千代保育園で申込みを行う 

 利用料 ：1 日あたり 2,000 円 

 利用実績：24 年度 361 人 25 年度 340 人 26 年度 381 人 

○一時預かり 

・事業の概要 
 未就園児が、保護者の就労やボランティア、リフレッシュなどの理由で保育ができない場合、

１週間に３日を限度として預かり保育を行う。 
 実施施設：市内各地域ごとの保育園９施設 
 利用料 ：１日あたり ３歳未満児 2,000 円 3 歳以上児 1,300 円 
 利用実績：24 年度 4,172 人 25 年度 4,637 人 26 年度 4,603 人  

○病児・病後児保育事業 

・事業の概要 

 ①病児保育事業（せいきょうこどもクリニック） 

  児童が病気の回復期に至らない場合で、当面の症状の急変が認められない場合において、通 

常保育とは別の専用施設で預かることにより、児童の健全育成と親の子育てと仕事との両立 

支援を図る。せいきょう病院で実施。 

 ②病後児保育事業（市立病院、散岐保育園、ひかり保育園、すくすく保育園） 

  病気回復期で集団保育が出来ない児童を通常保育とは別の専用施設で預かることにより、児 

童の健全育成と親の子育てと仕事との両立支援を図る。 

  

資料３ 



 ③非施設型病児・病後児保育事業（ＮＰＯ法人ＫｉＲＡＬｉ） 

  病気回復期で集団保育が出来ない児童を施設で預かるのではなく、子どもの家に保育者が伺 

い病児・病後児保育を行い、親の子育てと仕事との両立支援を図る。 

 ※27 年度より事業者を変更する予定 

   24 年度：1,581 人、25 年度：1,708 人、26 年度：1,561 人、 

 

○地域子育て支援センター 

・事業の概要 

子どもが保育園等に通っていなく、就学前の子どものいる家庭に対する育児支援が求められる。 

 地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、未就園家庭の集い、支援の場として保育

園に支援センターを設置し、地域の子育て家庭に対する育児支援を行うもの。 

・実施施設：１３施設 

・利用人数：24 年度 53,737 人、25 年度 59,050 人、26 年度 60,368 人 

○ファミリー・サポート・センター（さざんか会館１Ｆ） 

・事業の概要 

 保育園の送迎、放課後の児童預かり等のサービスを受けたい声があり、その解消策としてファ

ミリーサポートセンターを運営している。 

 サービスを提供できる人（提供会員）とサービスを受けたい人（依頼会員）との橋渡しを行な

うことで、育児負担の軽減、仕事と家庭の両立を図る。 

 社団法人鳥取市社会福祉協議会に事業委託。 

     会員数 活動件数 

 24 年度 1,096 人 1,876 回 

 25 年度 1,079 人 2,138 回 

 26 年度 1,076 人 1,586 回 

○児童手当 

・事業の概要 
児童を養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の負担軽減を

図り、もって児童の健全育成につなげる。 
 対象：中学校修了前の児童 
 金額：３歳未満の子ども 1 人あたり月額 15,000 円 

３歳以上小学校修了までの子ども 1 人あたり月額 10,000 円（第 1 子・2 子） 
３歳以上小学校修了までの子ども 1 人あたり月額 15,000 円（第 3 子以降） 
中学生の子ども 1 人あたり月額 10,000 円 

  延児童数 276,645 人(25 年度実績)  

○児童扶養手当 

・事業の概要 
 父親又は母親のいないひとり親家庭に手当てを支給することで、その自立を扶助し、児童福祉

の増進を図る。 
 18 歳未満の子を養育する父、母又は養育者に対して手当てを支給するもの。 
 全部支給 月額 42,000 円 
一部支給 月額 9,910 円～41,990 円 

 子二人目は 5,000 円加算、三人目以降 3,000 円加算  
 ※所得制限あり 
      受給者数  支給額 
 24 年度 1,970 人  876,652 千円   26 年度 1,934 人  871,201 千円 

25 年度 1,969 人  880,699 千円 


